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宇宙政策委員会 第３回宇宙産業・科学技術基盤部会宇宙法制小委員会 議事録 

 

１．日  時：平成２７年６月２日（火） ９：００～１０：５０ 

２．場  所：中央合同庁舎8号館6階 会議室623 

３．出席者 

（１）委員 

鎌田座長、青木座長代理、浅田委員、宇賀委員、小塚委員、櫻井委員、 

下村委員、白井委員、安岡委員 

（２）事務局 

小宮宇宙戦略室長、中村宇宙戦略室審議官、内丸宇宙戦略室参事官、 

森宇宙戦略室参事官、末富宇宙戦略室参事官、奥野宇宙戦略室参事官、 

恒藤宇宙戦略室参事官 

４．議事次第 

（１） 宇宙活動法制に関する基本的考え方 

（２） その他 

 

５．議  事 

○鎌田座長 それでは、少し定刻よりも早いですけれども、皆さんおそろいで

ございますので、「宇宙政策委員会 第3回宇宙産業・科学技術基盤部会宇宙法

制小委員会」を開催したいと思います。 

 委員の皆様におかれましては、大変お忙しいところ御出席いただきまして、

まことにありがとうございます。 

 本日の議事に入りたいと思いますが、お手元にございますように、本日の議

題は「宇宙活動法制に関する基本的考え方」と「その他」ということになって

おりますので、まず「宇宙活動法制に関する基本的考え方」について事務局か

ら御説明を伺い、それを踏まえて議論をしていきたいと思います。 

 事務局からよろしくお願いいたします。 

 

＜事務局から、資料1に基づき説明＞ 

 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対する御質問、御意見を頂戴したいと思います

けれども、余りかたく考える必要はないかと思いますが、議論の整理の都合上、

ただいまの説明の順で、まず「１．宇宙活動法を制定する意義について」、ある

いは全体の構成等にかかわる御質問、御意見からお伺いしたいと思います。 

 この点についてはおおむねコンセンサスが形成されていると受けとめてよろ
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しいでしょうか。何か補足的な御発言等ございましたら、遠慮なくお話しくだ

さい。 

○下村委員 ただいま御説明のあった中で、少し具体的にイメージしづらい部

分があるのですけれども、「産業振興のインフラとしての法制」というところで、

先ほどいわゆる新たな参入の障害にならぬことということをおっしゃいました。

それから、競争力の阻害要因にならぬようにという観点も言われたと思います

けれども、この競争力の阻害要因というのは具体的にどういうイメージなので

すか。 

○奥野参事官 関係者等からの議論等を聞いたときのイメージとしては、特に

諸外国と比して、我が国の規制の水準というものが例えば人工衛星の運用等に

当たってオペレーターに課される規制が諸外国よりも過度な負担を要求するよ

うなケースでございますとか、もしくは例えば損害賠償措置の負担というのも

諸外国と比べて著しく高い等になれば、我が国で事業を行う際のプレーヤー側

のコストというものが諸外国と比して不合理に多くなるような事態というのは、

我が国での活動に関してマイナスになったり、国際競争を行うに当たって、そ

の負担というものが顧客に転嫁されたりしたケースにおいては、そういった受

注等にも悪影響が出るのではないかという観点です。 

○下村委員 そういうハンディキャップを負わぬようにということは大変重要

な観点かと思いますけれども、もう一つはいわゆる技術開発をディスカレッジ

してしまうようなことがあってはまずいと思うものですから、開発に対して過

度なブレーキをかけないような、そういう観点もぜひ織り込んでいただけたら

と思います。 

○櫻井委員 関連ですけれども、まず、今日の基本的考え方の案というものが

中間取りまとめの原案のような形になるという理解でよろしいのでしょうかと

いうのが一つと、今の「産業振興のインフラとしての法制」というところでは、

インフラという言葉の使い方なのですが、これはできれば「制度インフラ」と

言ったほうがよいと思います。何か国土強靭化のようなイメージがなきにしも

あらずで、そういう発想が非常に重要だと思うので、ぜひよろしくお願いしま

す。 

 産業振興の制度インフラという点でいうと、私も技術開発のところは気にな

っていまして、これは後で出てくるところですが、打ち上げの許可の仕組みで、

型式の審査をやりますね。あれが型式のあらかじめわかっているものでない新

規の技術についての審査については、どのような受け皿を用意しておくのかと

いうことについて、どう考えたらよろしいかをお伺いしたいと思います。 

○奥野参事官 まず、中間取りまとめのイメージについてでございますが、今

月中に当初御説明申し上げたとおり、基本的な一定の中間取りまとめという形
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で方向を示したいと考えておりますが、今、御説明申し上げました内容に関し

て、検討事項を具体化させていただきまして、これを中間取りまとめとして方

向性をお示しして、ただ、あくまでも中間でございますので、議案等に関して

は今後国会に法案を出したり、法制局等と御議論するに当たっては、法律的な

ロジックだとか、具体の事例等を詳細に検討する必要がある事項等もございま

すが、そちらに関しては中間取りまとめ後も引き続き検討いただくという形で

対応したいと考えております。 

 中間取りまとめのイメージとしては、まだ若干行政部内等及び戦略室内でも

検討させていただきたい等はございますが、本日の資料をベースにこれを肉づ

けするという形を中間という形で考えておるところでございます。 

 次に、インフラの御指摘はまさに御指摘のとおりでございますので、今後私

どもで使う文書等の表記に関しては、そのような形で対応したいと思います。 

 さらに、型式に関しては、型式という表現を使いますと、御指摘のとおり、

航空機の型式証明のように極めて成熟した技術に関してあらかじめ規制当局側

がエンジンはこうでなければならない、機体はこうでなければならないという

形を定めますと、御指摘のとおり、まだロケットに関しては開発要素もござい

ますし、技術開発という意味で航空機のような型式証明を行うということにな

れば技術開発をディスカレッジする懸念というものが非常に大きくございます。 

 したがって、ここの機体の型式という観点は、いわゆる航空機の型式証明の

ようなものというよりも、同じような機体が複数機製造されることに対応する

ようなイメージという形で、そういう意味で従前、型式証明という言葉が使わ

れていたのですが、航空法の型式証明と同様と解釈されるおそれがあり、今は

むしろこの分野では「型式証明」という表記に対して宇宙活動のプレーヤー側

ではネガティブに捉える点があるので、考えてまいりたいと思います。 

 ただ、一方で新規に開発された機体をどのように審査するかついては、特に

こちらに関しても従前御議論がありましたとおり、国が直轄で開発しているよ

うなケースもございますし、むしろ民間の側から全く国等が考えてこなかった

新規の案件というものが申請されてくるところがございます。この点に関して

は、行政部内でも引き続き検討を進める必要があろうかとございます。 

 ただ、この宇宙活動の分野以外にも特に開発を前提とするような領域に関し

ては、そういった案件というのが規制側に持ち込まれることが多くて、その際

には例えば有識者を使ったサイエンスボード的なところを置いて比較的じっく

りと審査を行う。最近医学研究の進展が著しいことで通常の審査官による審査

のプロセスでは対応が困難になってきており、サイエンスボードというものを

置いて、そこが審査に当たっての高度な専門的な知見等に関してアドバイスす

るという考え方がございましたので、そういった形も個々の事案に応じて検討
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していかなければ柔軟に対応できないのではないかと考えておるところです。 

 また、そういった論点がございますので、通常の打ち上げの審査の過程より

前にそれを済ませていきませんと、新しい機体を造っていざ打ち上げの契約を

受注した後に申請して、それを受けて型式の審査のために議論するサイエンス

ボードが何年も続いたりするのは、打ち上げの事業者にとって不透明性が高ま

りますので、そういった面では我が国において打ち上げに供していいだけの第

三者損害を回避するだけの安全性が確立されているかどうかを機体の型式の段

階でサイエンティフィックに議論して、それで了が出てから恐らく機体を製造

して打ち上げの契約等をとりに行けるだけの予測可能性を与えるという意味で

も、あらかじめ機体を審査するという方法を模索しなければならないのではな

いかと考えた所存でございます。 

○浅田委員 一つ、③のところで合理的な規制内容との関係で各国と比較して

との説明がありました。これは国内法だと思うのですが、ほかの部分において

も同様に各国の考え方というのが重要な引照になるところがあると思うのです。 

 例えば①の宇宙諸条約の誠実な履行との関係でも、宇宙条約を初めとして定

義のよくわからない、例えば打ち上げ国とは何かとか、あるいは継続的な監督

を行う関係国とは何かということについて解釈が定まっていないというところ

があり、日本の法制がそういった主要な諸国との考え方とずれてくるというの

であれば、やや問題だと思いますので、必ずしも規制内容との関係でのみ各国

と比較してという合理性を求めるだけではなく、宇宙諸条約の誠実な履行との

関係でも、諸外国の解釈とか国際的な動向等に照らしながら行うということが

重要ではないかと思います。 

○奥野参事官 御指摘の点はまさにそのとおりかと存じます。 

 ただ、一方で宇宙条約そのものが条約の中に具体的な解釈規定等を置いてい

なくて、多義的な解釈というものも許してしまうような情勢がございまして、

国連等の議論におきましても、この条約の条文を具体的に精緻化していくより

も、条約の不確定なところを国内法で解釈を確定していくというプロセスが必

要ではないかと考えております。 

 そういった面で国内法においてある程度の解釈の具体化を行うのですが、基

本的に宇宙活動法の解釈として、諸外国と比して一定の合理的、整合的な解釈

をしていく必要があるのではないかと考えております。この点につきましては、

国連等で国内法の整備に関して一定の方向、国連のCOPUOS等の議論において方

向性といったものを示されており、そういったものも参考にしながら今、条約

の誠実かつ合理的な履行という観点において、合理的な範囲におさまりますよ

う、そういった国連等の議論の大きな方向性ですとか、もしくは外務省等の国

際法局等ともその解釈等において調整させていただきまして、遺漏のないよう
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対応していく必要があると認識しておるところでございます。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

 ほかにはいかがでしょうか。よろしければ２．の論点に移らせていただきま

す。またお気づきの事柄あるいは関連することがあれば１．の論点にも戻って

いただいて結構です。 

 「２．許可及び継続的監督の対象とする宇宙活動の範囲について」、この論点

につきましての御質問、御意見をお伺いいたします。 

○小塚委員 ２．のところですが、これは前の内閣官房で取りまとめたときの

中間とりまとめと比べますと、打ち上げ射場の運営というものをどう位置づけ

るかというところの考え方が変わってきているように思われるのです。私は結

論的には今の考え方のほうがいいのではないかと思いますが、打ち上げ射場の

運営の中の飛行安全、地上安全の確保という話はもう打ち上げ許可の中に入れ

込んでいく。最終的に規定のつくりをどうするかはともかく、概念として打ち

上げ許可の中に入れ込んでいく。そうしますと、あとは底地を提供したり、そ

こに上屋を立てたりという業態が残るわけですけれども、それについては宇宙

活動と考えないという整理かと今日伺ったのですが、そういう理解でよろしい

ですかということです。ちなみに、私はそのほうが合理的ではないかと最近思

うようになっております。 

 何度も発言すると大変なのでフライングさせていただいて、次の３．①との

関係で伺ってしまいますと、打ち上げの許可・監督の対象となる打ち上げの定

義自体について、今日のお話は、これも前に議論していたときのような例えば

100キロというような具体的数字を出さない。これも私はそのほうがいいと思っ

ているのですけれども、そういうことですねという確認の質問をさせてくださ

い。 

○奥野参事官 最後の点に関しては、基本的に高度100キロの議論というのは恐

らくロケットの定義の点によるかと思いますが、人工衛星打ち上げ用ロケット

というのは機能として人工衛星を軌道に投入できる速度でもって投入をすると

いう客観的な基準でもってそれを確定することができますので、したがって、

弾道飛行というものを対象にしない場合には、この高度の問題を規定する必要

がなくなっていると承知しております。 

 次に、打上げ射場の問題ですが、施設・設備等を供するという行為が、打上

げ国の概念の中では、類型に入るので、それが宇宙活動ではないと言い切るこ

とはできないのですが、我が国が管轄下で打ち上げる場合に関しては、施設等

を供する者も含め、打ち上げ主体というのを基本的にグリップできると考えて

おります。 

 ここで若干検討しなければならないのが、我が国事業者が海外で射場を供す
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る行為があった場合に、それをどのように監督するのかについては、現時点で

単に海外の土地建物のみを保有し打上げに供する業を日本人が行い、それに日

本が管轄権を行使するのがどういった事態かは想像しがたいのですが、ただ、

理屈では宇宙条約の解釈的には宇宙活動なのですがそこは海外で施設設備を供

することは想定していませんでした。ただ、国内で施設設備を供する場合には

打ち上げを行う主体を管轄権の対象として定義できますので、そういった点で

は打ち上げ許可という中には含めつつも、ただ、一方でこれはステークホルダ

ーとの議論の中でもあったのですが、特にJAXAの位置付け如何にもかかわるの

ですけれども、JAXAのような主体が関わっている時、射場を設置する主体や、

打ち上げの安全監理を行う主体を打ち上げ許可の中にもちゃんとデフォルトと

して想定して、許可は打ち上げ実施者が申請するのですが、プレーヤーの役割

分担等をデフォルトとして設定しておき、施設・設備等、技術的能力を確保す

るのは射場設置者側にあって、その者が適切な地上安全、飛行安全を行うこと

を前提に打ち上げ実施者が許可を出すような形のデフォルト設定して欲しいと

の要望等も受けておりますので、そのように解した次第です。 

 土地を提出した場合をどう取り扱うのかで、国内においてそれをやった場合

についても、それは宇宙活動ではないとはなかなか言いにくいとは思いますが、

許可・監督の方法として、国内においては打ち上げ実施者のほうを基本的に許

可・監督の対象として、射場設置者に関しては事前に打ち上げ実施者の行う行

為の枠内にデフォルト的な形で位置づけてはどうかというのを考えているとこ

ろですが、もう少し詳細に議論して詰めてまいりたいと思います。 

○小塚委員 御趣旨が多分合っていると思うのですけれども、つまり、こうい

うことですね。ここが宇宙基地です、打ち上げ場ですといって誰かが土地を整

備して建物を建てたところで、結局そこを使った打ち上げが行われなければ、

それは単に夢を見ているだけで、テーマパークと変わらないわけです。 

 なので、宇宙活動が行われて、宇宙条約の対象等になってくるというからに

は、結局そこで打ち上げ許可が出なければいけないということなので、その打

ち上げ射場を使うという段階になったときに、その打ち上げ許可の中で安全確

保が行われているかどうかということを考えていく。 

 もう一つは、おっしゃったように確かにデフォルトといいますか、現実的に

想定できる、JAXAが所有しているような射場の場合には、確かに射場提供者の

ほうが安全確保業務を行うということで、これは非常によくわかるのですが、

例えば土地を買い占めて、ここで打ち上げをぜひやってほしいという人があら

われたときに、しかし、安全確保等を行う能力はありません。むしろ打ち上げ

事業者のほうが宇宙関係者ですから、そこも含めてやってくださいという場合

に、規制の対象として、射場を提供したということだけについてわざわざ許可
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制度をとる必要があるのかということなのです。それを打ち上げ許可の中で、

要するに地上安全、飛行安全の確保が行われています。それを誰がどう行って

いるかというのは個別の案件の審査の中でやればいいことで、改めて一つ許可

対象のカテゴリーとして射場運営許可のようなものがなくても対応できるので

はないかということで、きょうの御提案はそういうことかと。中間とりまとめ

のときの５類型が必ずしも５類型列挙するという形でなくなっていますので、

そうではないのかと思ったのですが、御提案はそれとは違うわけですか。 

○奥野参事官 おっしゃったような形だと思います。 

 ただ、要するに単なる射場に関して土地を提供しただとか、建物を建てたと

いうものを対象にしているのではなくて、あくまで御指摘のとおり、通常の使

い捨てロケットに関してはロケットの打ち上げというのはロケットと射場とい

うのが結びついて初めて議論になりますので、単なる土地がある、建物がある

ではなくて、具体的に当該ロケットに対応して、そのロケットの打ち上げに当

たって周辺の安全を確保したり、打ち上げを行うに当たって飛行経路周辺の安

全を確保するための機能を果たすような形で射場を使うということを射場の運

営と定義していますので、単なる土地建物を提供するだけではなくて、実施す

るとなりまして、恐らく許可の際には土地建物の所有者といいますものと実際

にそういった安全を確保する者というのが違った場合に関しては、単に土地を

提供しただとか、もしくは単にここを将来射場にしたいだとか言っている段階

のものを許可するというよりも、個々のロケットの打ち上げと結びつける形で

と考えております。 

 ただ、その際、御指摘のようにロケットを打ち上げる者と射場を持つ者が基

幹ロケット等においては別人格というのが前提になっておりますが、民間等が

今後打ち上げる際には同一人格になった場合でも対応できるようにというのと、

必ず打上げ実施者から独立したものが射場の審査を申請するというのではなく、

ロケットに対応して当該ロケットの安全確保のためのいわゆる地上安全確保の

施設、能力というものの審査というものを受けてくださいというのであって、

それが別人格になった場合は射場運営者と打ち上げ実施者になりますし、たま

たま打ち上げ実施者が両方をとるという可能性もあるのではないかと考えてお

るという点では、先生のおっしゃっていることと事務方の言っているイメージ

というものはそれほど開いていないのではないかと考えます。 

○櫻井委員 今の点ですが、デフォルトという意味合いがいまひとつよくわか

らないのですが、その打ち上げ実施者と射場の運営者が異なった場合に、どう

いう形でデフォルトになってくるのですか。 

○奥野参事官 別人格になっているケースというものをモデルにした形で、打

ち上げ実施者というものが射場運営者の側が整備した射場から地上安全、飛行
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安全等のサービスの提供を受けて打ち上げを行うというモデルで許可の枠組み

というものをたてつけたいというのがデフォルトという言い方をさせていただ

いたところです。 

○櫻井委員 そうすると、技術的にはルートは２つ用意しておいてという形に

はなるわけですね。その類型に応じてどういう形で使うかということですね。 

○奥野参事官 ただ、２つ用意したとしても、極めて独立してというよりも、

ロケットの打ち上げにかなり従属したような形での議論になるというのが恐ら

く小塚先生の議論に対するお答えでございまして、広く言えば、恐らく技術が

進歩してきたり、今回対象にはしませんでしたけれども、スペースプレーンの

ようなものであれば汎用的な射場というのも将来的にはあり得るかもしれない

のですか、通常の使い捨てロケットに関しては、恐らく個々のロケットごとに

安全確保に対する考え方も違いますし、ロケットと射場の位置によって、ロケ

ットを飛ばす際の飛行経路等も変わってくるので、あくまでも特定のロケット

に紐付けた形でということです。 

○浅田委員 関連して、先ほど射場の運営者とロケット発射の実施者が同一の

主体といいますか、法人であることがかなり前提といいますか、そういったこ

とを想定されているように感じました。しかし、例えば先ほどおっしゃった飛

行機の場合における、空港と航空会社の関係を考えると、空港それ自体の安全

というのは空港の運営会社の責任であると思うのです。ロケットの場合は、予

定の飛行コースを外れた場合に、それを地上から命令して破壊するとか、そう

いう装置が実際に整っているかどうかという点は射場において確保すべき問題

ではないかと思うのです。 

 ですから、将来の見込みとしてロケットを打ち上げる者が射場も同時に運営

するという可能性が高いと考えられて、そういうデフォルト方式を考えられて

いるのか。もしそうでなければ、射場とロケット打ち上げ者は別々に、いろい

ろな会社が入ってくるわけですから、そうすると、その射場自体の安全は、先

ほど言いましたような、もし予定飛行コースをはずれた場合にはちゃんと破壊

する装置が整っているかなどという点が個々に判断、審査するのが正しい方向

かという気もするのですが、そのあたりはどのようにお考えなのですか。 

○奥野参事官 基本的な現状、例えば基幹ロケットの打ち上げの形態というの

は、むしろロケットを打ち上げる側と射場運営、つまり地上の安全、飛行の安

全を確保する側は別の人格というのが基本の形となっておりまして、ロケット

を打ち上げる側には恐らく地上の安全を確保したりする技術的能力というもの

を有していないので、別人格というものが基本になると考えられるので、今回

の案も、打ち上げ実施者と射場運営者という２つの人格があるというのを基本

に案を書いたので、そちらが基本と思います。ただ、今時点では想定はされて
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いないのですけれども、極めて小さなロケットを打ち上げる場合に、ロケット

の打上げ実施者と安全監理者の側が同一人格になることを絶対的に否定するの

かどうかという点に関しては、同一人格になる余地もあり得ると考えます。 

 ただ、一点御議論があるとすれば、今は基本的には別人格になっておりまし

て、ロケットの機体をつくるという能力とは別に、ロケットの飛行安全、地上

安全を確保しようとしますと、単に地上安全はロケットの構造を解析して、爆

発したときに一定の影響がないように、それも一定の専門知識である程度定性

的にはできるのですが、飛行の安全を確保しようとすると、さまざまな気象だ

とか機体の解析を行うと同時に、ロケットの飛行経路が比較的遠距離にわたる

ロケットに関しては、射場だけではなくて、そのロケットの状態というものを

把握するための地上局をロケットの飛行経路に設置して、さらにその地上局に

関しても一定の一つの局が壊れた場合の冗長性を確保する。いわゆるロケット

のサイズが大きいものに関してはかなりの専門的な技術的能力が必要となって、

それを逆にロケットの機体側が常に備えることができるかというと、それが難

しいケースもあるので、別人格というのが恐らく基本になるケースがあるのだ

ろうという技術的能力の点があります。 

 これと加えて、当事者が時折指摘するのですけれども、ロケットの打ち上げ

を成功させたいということと、恐らくロケットが第三者損害賠償を起こす際に

飛行を中断させることの間には利益相反的な要素があるので、それは別人格に

したほうがいいのではないかという御議論も当然出てくるのではないかと考え

ておりまして、その点は本日の先生方の御意見等もあわせて、小塚先生の議論

では同一人格の可能性といいましたが、ただ、能力的な面で必ずしも同一人格

に帰することができない、射場の運営には極めて高度な技術的能力が要るロケ

ットもありますので、その場合ロケット機体側が両方を兼ねるというのが難し

かったり、現有の基幹ロケットは恐らく基幹ロケットの打ち上げ実施者側には

その技術的能力がないと考えておりますので、そういう場合が基本になってい

る。 

 ただ、将来の技術の発展を考えたときに、それを同一人格になった際に、利

益相反等、飛行機と言われましたので、そういった場合はむしろ積極的にそれ

は別人格にしなければならないというのを貫徹したほうが安全の確保として是

であると考えるという考え方でいくべきなのか、そうではなくて、トータルの

安全のコストで見て、それも含めて総合的に判断して、十分なガバナンス等が

あれば同一人格でも安全を確保できるとするのかは恐らく法制制度の建付けの

御議論かと思いますので、その点は先生方の御意見等を参考にして、具体的に

組み立てるときに検討してまいりたいと思います。利益相反という点と技術的

能力という点があって、基本的には２つの人格があるだろうと考えているとい
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うことでございます。 

○安岡委員 ２なのか３なのかよくわからないのですけれども、こうのとり等

を使って国際宇宙ステーションに日本がセンサーを打ち上げることは、この活

動法の中ではどういう関連を持つのでしょうか。 

 国際宇宙ステーションは独自の国際的な体系があるのですけれども、その中

で日本が持つ責務の部分というのが、この活動法でどこかで規定されるのかど

うか。 

○奥野参事官 まず、センサーに関しては、先ほどの人工衛星の管理の考え方

として、機能物体としての当該人工衛星が宇宙空間で第三者、つまりほかの人

工衛星にぶつかったり、損害を起こしたりしたケースのガバナンスを考えてい

るので、ミッション機器の運用は活動法の対象外ですので、センサーの運用は

対象外です。 

 ただ、宇宙ステーションは、先ほどのステーションキーピング、国際共同で

やっているものに対する管轄権の適用という考え方は、先ほど申し上げた今後

の検討課題の中でも、恐らく、法源として上のものでありますので、そちらは

そういう整理になろうかと思いますが、宇宙ステーションも概念的には軌道上

に配置されておりますので人工衛星になりますし、また、概念的にはほかの惑

星探査機等についても恐らく人工衛星の概念に含めますので、通常の軌道上に

ある人工衛星のほかに探査機のようなケースですとか、積極的にほかの人工衛

星にアプローチするような物体というものが出てきたときに、どのような対応

にするのか御指摘を受けておるところでございます。 

 人工衛星は運用主体が多様なだけではなくて、運用形態も多様にはなってき

ているのですが、ただ、国際的な規制の動向等を鑑みて、どの程度の管轄権を

行使するのか。一定の条件付け等の裕度は必要ですが、一律に探査機に関する

規則をやってしまうと、技術開発をディスカレッジしても問題ですので、柔軟

に条件を付すといった形で、人工衛星の中でも特殊な運用を想定しているもの

で、ミッションという範囲から外れて、若干ステーションキーピング、ハウス

キーピングのような点で考慮しなければならない要素が出てきた場合には少し

考えていきたいと思います。 

○鎌田座長 ほかにはよろしいでしょうか。 

 よろしいようでしたら３．に移りたいと思います。３．のカバーしている範

囲は相当広いのですけれども、まず、打ち上げの関係についての御意見を、既

に幾つか出されていますが、お願いいたします。 

○白井委員 実は①の許可だけではなくて衛星の管理にも少し及ぶ話なのです

が、昨今、衛星の軌道上渡し方式というものの比率が、「再び」というのが正し

いのでしょうけれども、やや増えてきていると思います。これは発展途上国が
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衛星を持つというときに、ロケットと衛星を別々に買うよりも１パッケージで

買うほうが初心者にとっては非常に調達しやすいという背景があるのだと推測

しています。 

 日本の場合も、ここでの話は日本の事業者が軌道上渡しで衛星を買うという

シチュエーションではなくて、日本のメーカーが軌道上渡しで衛星を売るとい

うシチュエーションを念頭に置いてお話をしたいのですけれども、これがこの

宇宙活動法の中でどういう形に扱われるかというところについて確認をさせて

いただきたい。関係するのは多分２つありまして、１つは海外打ち上げ委託。

名目上はというか契約上はロケットは衛星メーカーが契約をすることになるの

ですが、これは海外打ち上げに該当するのかしないのか。 

 もう一つは、既に先ほどの事務局からの御説明の中にも含まれておりました

が、引き渡しまで数カ月とはいっても、衛星の管理はメーカーがすることにな

るので、これが人工衛星を管理運用しているというそちらのスキームに入って

くるのかどうか。この２点が関係すると思います。 

 これはどう考えるか既に議論があって、皆さんそれほどの異論がないと思っ

ているのですけれども、いずれもこれは今回の宇宙活動法の許可の対象あるい

は許認可の対象からは外すほうが適切であろうと考えます。産業振興上はこれ

をうたっている以上は、そういうことで衛星メーカーとして許認可を必要とす

る状況になってしまうと、それはそれでロードですし、また、技術用ロケット

の選定の権限が衛星メーカーに実態としては余りないケースが大半だというこ

と。これが一つの理由。 

 もう一つは、それが許認可の対象になるとすると、暗黙の意思というか解釈

論として、日本が打ち上げ国であることを示唆するような効果を持つおそれが

ある。 

 この２点から、外すほうが適切ではないかと私は考えておりまして、実は先

ほどの奥野さんからの御説明でも、後半の衛星の管理のほうではそれを外すと

いう明言がございました。前半のほうでは聞き損ねていたら申しわけないので

すけれども、海外打ち上げ委託からも外すというのが先ほどコメントでなかっ

たので、そういう方向でよろしいのでしょうか、そういう方向でお考えでしょ

うかということを確認させていただきたいと思います。 

○奥野参事官 詳細は恐らく法律的に検討しなければいけないとは考えており

ますが、白井委員御指摘のとおり、ここに置かれているメーカーそのものが主

体的にロケットを選んだり、また主体的に許可を受けて行動できるというより

も、むしろ今後通信放送ミッションで衛星オペレーターの恐らく従属的な形で

のサービスを提供しているという実態があるならば、当然人工衛星の管理の際

も本来許可を受ける主体というのはそちらの通信放送のオペレーターであろう
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と考えれば、打ち上げのケースにおいても同じ考えを貫徹すれば、本来許可を

とるべき主体は通信放送のオペレーターの側であって、したがって国内のオペ

レーターのケースに関してはオペレーターですし、海外のケースにおいては本

来的には当該海外の衛星オペレーター等が本来海外の打ち上げというものを調

達している主体と考えることになろうかと思いますので、白井委員の御指摘の

ような考え方で、法律的に詰めていければと考えております。 

○浅田委員 今、海外で打ち上げる場合というお話だと思うのですけれども、

軌道上譲渡との関係で、恐らく日本がどうしても打ち上げ国の立場から離れら

れないのは、日本で打ち上げた場合です。日本で日本の衛星を打ち上げた場合

は、その衛星を軌道上にあるときに他国の企業等に売却するという場合にも、

日本は当然打ち上げ国にととまることになると思うのです。 

 その場合に、１回目の移転の場合は移転先を把握できるでしょうけれども、

その後、転売、転売が繰り返されるということになりますと、場合によっては

日本が全く把握していない事業者が行っている行為に対しても、日本は打ち上

げ国として条約上は責任を負うということになります。 

 そうすると、それに対する監督といいますか、それにどのように対応するか。

特に日本国が何らかの損害賠償を支払うということになった場合といいますか、

なることになると思うのですけれども、それに対して事前にどのような策を講

ずることができるかということです。この点については原子力がよく引照され

るのですが、核物質の場合には、移転した場合とか、あるいはいろいろな形で

いろいろな国の原子力資器材が関係した場合には、再移転することについて当

初の供給者等の同意を得る必要があるという形で、同意権というのですけれど

も、そういうものを設定して、問題のある需要者に行かないようにするという

制度があります。 

 そういう制度を宇宙の場にも設定する必要があるかどうかということで、特

に転売が繰り返されるようなことになった場合に、日本が何も知らないところ

で責任だけはとらされるということにならないように対策をとる必要があるよ

うに感じます。何も制度をつくらないというのは多分ないと思うのですが、ど

ういう内容の制度にするのか。同意権まで入れると、恐らく産業振興との関係

で、そんな面倒くさいことをやるのかということになるのかもしれませんが、

どのような可能性といいますか、政策がありうるとお考えでしょうか。 

○奥野参事官 御指摘のとおり、特に人工衛星に関しては移転が続いたとして

も条約の解釈上、打ち上げを実施した国は打ち上げ国責任を免れることができ

ませんので打上げ国責任をどこまで担保するか検討を進めているところです。 

 一方で、議論がありましたとおり、そこを諸外国の例えばフランスのアリア

ンロケットや、アメリカのファルコンロケットで提供している打上げサービス
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以上の負担を今度衛星の打ち上げを頼んだ者に課してしまいますと、事実上日

本が受注できないという建付けになってしまいます。そこは事務方で並行して、

主要な海外の人工衛星の打ち上げオペレーターの側でそういった問題にどのよ

うに対応しているのか等も検討した上で、当然我々国自身としては、確実にと

りっぱぐれがないようにしたいとは考えているのですが、諸外国の実行と比べ

て突出した形にしてしまいますと、産業振興とのバランスがありますので、フ

ランスの事例ですとか、御指摘のようにアメリカの事例、わかればロシアぐら

いが比較的そういった実行が多いところですので、そういったところが打ち上

げ国として今言った打ち上げ契約において、どこまでの人工衛星の移転等に関

して制約を課しているかに関しては確認させていただいた上で、そういったフ

ランス、アメリカと比べて過度にならないような形の規制の在り方というもの

を検討したいと思いますので、その点、改めて確認したいと思います。 

○小塚委員 念のためですけれども、間違いはないと私は理解していますが、

最初に白井さんがおっしゃって、事務局からお答えになったのは、メーカーが

販売する際の引き渡し方法としての軌道渡しということなのですね。後から浅

田先生が御質問になったのは、軌道上における譲渡ということなので、そこは

多分、概念としても、言葉としても違うものだと私は理解していて、要するに、

前者はあくまでも引き渡しの方法の話なのです。デリバリーの仕方なのです。 

 デリバリーの仕方というときに、結論は事務局のお答えのとおりでいいと思

うのですが、ロジックが何か必要で、それはその場合のメーカーがいろいろな

打ち上げ契約を手配したり、場合によってはその軌道に投入後、しばらくハウ

スキーピングをしたりするのは、これは要するに衛星保有者の代行者としてや

っているのだと。これが例えば民法で言う代理なのかとか、そういう話をしだ

すとまた面倒くさくなりますので、前に座長がおっしゃったように民事の話と

は切り離すということですが、いずれにしても、機能的には代行しているので、

したがって宇宙活動法の対象でいう宇宙活動に当たらないし、条約の解釈上も、

不明確な点もあるかもしれませんが、少なくとも軌道渡しと言われる引き渡し

の方法のときにはメーカーの国籍国は打ち上げ国にはならないという解釈が成

り立つという考え方に基づいて規制を整理する。そういうことで理解しており

ますけれども、よろしゅうございますか。 

○奥野参事官 事務方もそのように考えております。 

○櫻井委員 多分、日本語の問題だと思いますが、①の「その他」の説明の際

に、条件を付して「適宜許可内容の変更を命ずる」とおっしゃっておられまし

たが、これは許可権者が行うという問題なので、「許可内容を変更する」という

ことではないかと思いますけれども、そういう趣旨でいいですか。 

○奥野参事官 誤解を招く表現でしたので、以降正確な文言で説明させていた
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だきます。 

○櫻井委員 許可内容の変更というのは、具体的にはどういう形を想定してお

られるのですか。 

○奥野参事官 恐らく、打ち上げ許可を出したタイミングの後に、状況の変更

等によって、大半が条件にはなると思うのですが、打ち上げの際の打ち上げ軌

道の際の安全確保の考え方を若干変更したりするということであったり、恐ら

く条件にはなるのだろうと思いますが、今時点でここまで想定しておりますと

いうところまでは具体化しておりません。 

 ただ、許可してから実態までの間に安全確保の関係等で一定の条件を付した

り、もしくは一旦許可を与えた地上安全、飛行安全の方法等に関して、別の条

件で変更させたりする可能性というのは第三者安全の観点で留保しておきたい

と考えます。 

○櫻井委員 だから、厳密に許可本体を変更するということであれば、申請等

を待って対応しなければいけないということになるので、措置命令の話もまた

落ちているのですけれども、条件でもいいし措置命令でもいいし、それでもな

おかつ足りない許可変更という場合が想定されるという整理になるのですか。 

○奥野参事官 申請者の側からいただいて、許可変更申請を受けるようなケー

スもあり得るのかという御趣旨ですか。 

○櫻井委員 そして、申請を待ってという趣旨ですね。 

○奥野参事官 恐らく、許可から一定の期間があった場合に、気象条件、周辺

環境の変更等で地上安全の範囲等を若干修正を求めてくるようなケースという

のは、理屈の上では想定されます。 

 例えば地上安全等の要因で、気象条件ですとか、周辺の恐らく干渉するよう

な形の当事者との関係等によって、当初設定していた禁止区域だとか避難区域

が広がったり縮まったりするというケースも、基本的には全てを終えた形で許

可を出すという前提ではあるのですが、その後、若干気象的な条件が大幅に変

わった、もしくは当事者との関係が変わった場合に、打ち上げを実施する者の

側でそれを変更申請を出して改めて許可の内容を、打ち上げ許可は出している

のですが、地上安全等を変更する可能性というのは可能性としては留保してお

く必要があろうと思いますし、当然申請を待たずに国の側から変更を行ったり、

若干厳し目の基準を課したりする可能性というのも、具体的にそれは何かと言

われるとなかなか。 

○櫻井委員 もともとそういう変更を含んだ上での許可だと理解するのです。 

○奥野参事官 あえて書かなくてもその程度なら。 

○櫻井委員 本体の許可を勝手に変更するなどあり得ないので、許可本体を変

更するというのは、ちょっと重いですね。取り消しとみなされるという感じが
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いたしました。 

○鎌田座長 その点はちょっと整理をしていただいたほうがいいかもしれない

ですね。 

 ほかの点はいかがでしょうか。 

○白井委員 ②の再突入のところなのですけれども、今回の検討は中間とりま

とめがベースにあるという点でいくと、中間とりまとめから何を変えたかとい

うのが着目点だと思うのですが、中間とりまとめではここは多分「帰還」とい

う用語が用いられていたと思うのです。「帰還」を「再突入」にした。想定して

いる事象がどれほどずれているかはまた別問題にして、言葉は変えた。 

 そうなると、HTVのようなプロジェクトは今度は対象になるということですね。

ただし、JAXAのアクティビティというかJAXAの業務をこの全体の枠組みの中で

どうするかという別問題があるのですが、定義としては「HTVのようなものも含

まれる」という整理だと理解してよろしいでしょうか。 

○奥野参事官 この点につきましては、中間とりまとめとは考え方を変えてお

ります。それにつきましては、その後、関係省庁等の調整におきまして、これ

までの国家実行及び第三者損害賠償リスク等の考え方の議論をした際に、HTVの

再突入に関しまして、文部科学省において、個別の安全確保が行われていると

いう点、及び損害賠償措置に関して、一定金額の第三者損害賠償保険契約が締

結されている実態等を鑑みますれば、この種の事案を民間が行うに当たっても

許可の対象にする必要があるという点で、従前は明確に回収しない場合に関し

ては対象外とするというのを、再突入機をコントロールドリエントリするケー

スに関しては、回収しない形態であったとしても、再突入機そのものは海上等

にばらばらになった部品等が落下いたしますので、許可の対象にするという形

で内容を変更してございます。 

○白井委員 もう一つ、今の話の継続で、この次のパートに関係するのですけ

れども、それでは、「再突入」について第三者賠償リスクの保全措置をどうする

か、つまり、強制保険を義務づけるのかどうかとか、国家補償をどうするのか？

私の理解では、このことは確定しておらずペンディングだと思うのですが、そ

こについての位置づけあるいは方向性について何かお考えがあればお聞かせい

ただければと思います。 

○奥野参事官 基本的には、地上での損害、宇宙活動に関する損害に関しては、

いわゆる損害賠償措置というものを講ずる必要があると認識しております。 

 ただ、再突入に関して、それに対応する保険市場がどうなっているのかとい

うシチュエーションは打ち上げとは異なっていると承知しておりますので、そ

の点に対応するためにも、今回の報告書において、損害賠償措置の中でTPL保険

等と「等」を付して、保険等が調達できない場合には、供託その他の方法にお
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いて、何らかの形で賠償資力というものは担保していただく必要があると考え

てございます。 

○鎌田座長 ほかにいかがでしょうか。再突入も含めて御意見をいただければ

と思います。 

 人工衛星の管理についての御質問、御意見も、どうぞ。 

○安岡委員 「ミッション機器の運用は含まない」、確かにこれはそのとおりだ

と思うのですが、これからいろいろな新しいミッション機器が開発される可能

性があって、例えばものすごく具体例を挙げてしまうと、レーザーレーダーの

ようなものを宇宙空間に持つ。それはISSで既に議論されているわけですが、レ

ーザーを上から発射して、それが例えば地上、もしくはパイロットの目に当た

って被害を及ぼすようなことは当然あり得るわけですね。ですから、ミッショ

ンが地上なり、そういう部分で被害を及ぼすような場合の管理というのですか、

責任体制というのですか。このような部分というのは、どこで扱うことになる

のですか。リモセン法では少なくともないと思いますし、活動法なのかという

感じもしないでもないです。 

○奥野参事官 宇宙活動法の考え方につきまして、端的に言えば、もし何らか

の警察規制が必要であれば、それは検討する必要があるとは承知しております

が、宇宙活動という枠内では検討しないほうがいいというのが事務局の考え方

です。 

 なぜかというと、宇宙活動という形で定義してしまいますと、先ほど来言っ

ておりますように、宇宙損害責任条約ですとか、宇宙条約等の特殊な国家責任

に紐付けられてしまいます。また、それに関する地上損害の損害賠償措置の今、

議論があった厳格な責任ですとか保険ですとか、そういった宇宙活動に関する

宇宙諸条約その他の特殊な枠組みの中に積極的に国際的にも宇宙活動として確

立していないものを紐付けて、特別な国家責任を政府としては負担を積極的に

引き受けるのは得策ではないと考えております。そういったケースについては、

公共の安全の確保が必要になれば、別途立法措置を考えていくべきでございま

して、当然、それが宇宙の開発利用であるとするならば、この宇宙戦略室等が

中心となって必要な規制の必要性等を検討するのではないかと思います。 

○安岡委員 そうすると、その下の項目にある「人工衛星の管理の許可の仕組

み」というところで、今後検討しますというのが書いてありますが、ここの部

分にむしろ入ってくるのでしょうか。 

○奥野参事官 あくまでもここで議論しておりますのは、人工衛星のいわゆる

機能物体としての人工衛星をスペーストラフィックの中において適切に運用し

て、ぶつかったり地上に落下して第三者の物的、人的第三者被害を防止すると

いう点に関して、人工衛星の譲渡等で当事者が転々したり、ステーションキー



17 

 

ピング、ハウスキーピングですらそれを命じている主体を上手にガバナンスす

るためには、テクニカルに規制の客体について詰めるという意味での検討でご

ざいまして、管制とは別のミッション機器に関しては、こことは別な領域で検

討が必要であれば検討する必要があるのではないかと考えておりまして、その

点は先ほどの弾道飛行と同様に、具体の必要が生じてくれば、宇宙活動と紐付

けずに別に検討するという形になるのだと思います。 

○鎌田座長 ほかにはいかがでしょうか。 

 この部分についてはさらに引き続き検討を要する点が幾つかあると思うので、

もし委員の皆様から今の時点で今後の検討の際に考慮すべきような事柄を御指

摘いただければ、事務局としては大変参考になるのではないかと思いますので、

よろしくお願いいたします。よろしいですか。 

 またお気づきの点があれば追って御発言いただくこととして、次に「４．第

三者損害賠償制度」についての御質問、御意見があれば、お出しいただければ

と思います。 

  

○小塚委員 ２点伺いたいのですが、伺いたいというか半分は意見です。基本

的な枠組みは私はこれは賛成ですが、一つは厳格責任の説明の際に、免責事由

について、今後検討が必要とおっしゃっておられましたが、かつての中間とり

まとめのときには、これは原賠法を参照するということでしたので、非常に巨

大な天災地変というものを想定していたということだったと理解しています。

産業振興との関連もあって、それだけでよいかということです。何か具体的に

お考えがありますかというのが質問です。 

 これは非常に小さい話なのですが、少なくとも第三者ではなくて被害者自身

の行為によって損害が発生した場合は、責任が発生しない。因果関係がないと

も言えるのかもしれませんが、責任が発生しないと言ってもいいのではないか

と、最近のジャーマンウイングスのような事件を見ますと、世の中いろいろな

ことがあることを想定したほうがいいと思うようになったということです。こ

れが１つ目です。 

 ２つ目は、軌道上損害について一般法で対応する。これはそのとおりで結構

だと思いますが、例の条約上の打ち上げ国責任との関係で、万が一条約ルート

で来て、国が賠償に応じた場合の求償のようなことを書くのか書かないのかに

ついて、お考えがあれば伺いたいということです。 

○奥野参事官 求償に関しては、損害責任条約とのインターフェースという観

点で具体的に求償したいと考えております。ただ、求償の範囲等に関してはバ

ランス等がありますので、損害賠償措置との関係で恐らく整合的な形に調整し

たいと考えてございます。 
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 次の御指摘の天災地変等については、従前は原賠法等を参照にいたしました

ので、したがって、原賠法が想定しております異常に巨大な天災地変、または

社会的動乱という形を適用するとしておったところでございます。 

 ただ、一方で全く法律上そもそも事業者自身が損害賠償責任を負うべきでは

ないような事象というのが本当にないのか等に関しては、異常に巨大な天災地

変の定義の議論が有益なのか。では、逆に全くいかなる損害に関しても事業者

に賠償責任が帰責するということが国内の民事法の中で、果たしてそういった

絶対的な無過失というものを成立させていいのかというのは非常に悩ましいと

ころでございます。 

 次に、被害者の故意の扱いについてでございますが、当然、被害者が故意に

行った場合に関しては何らかの対応が必要であろうかとは考えています。ただ、

被害者の重過失、故意の考え方については、これは御議論いただきたいところ

ですが、私自身今、被害者に故意があったということで、いわゆる加害者側が

免責になるというよりも、そういった被害者の故意等、被害者の側にも損害発

生について帰責性がある場合の取り扱いに関しては、むしろ裁判等において損

害賠償の額の算定の際に考慮される。もしくは故意等の場合に関しては、損害

額の算定だとか、第三者の故意の介在の場合の求償だとか、そういった中で損

害額で対応すべきであって、被害者の故意があった場合に、一律に免責にする

と申しましても、恐らく被害者の主観的態様にも多様なケースが想定され、例

えば恐らく立入禁止区域にたまたまプレジャーボートが故意に入ったからとい

って、その瞬間に免責になってしまうというようなのはちょっと酷かという気

もしないでもないです。 

○白井委員 免責事由に関連していると思うのですけれども、多分、この法律

のどこかで、あるいは下位法令かもしれませんが、打ち上げというもの定義を

どこかで決めなければいけなくなるはずだと思われます。これは、「打ち上げ」

というのは一体どこから始まるかということです。 

 私の理解では、フランス宇宙活動法は不可逆時点、戻れない時点ということ

で、事実上、ほぼロケットの点火の瞬間となっている。アメリカの法制はもう

ちょっと前からという法律になっていると理解しています。つまり、直前の地

上作業中も入る。その期間をどう定めるかによって、天災のリスクが事故につ

ながる因果関係の可能性は大分違ってくると思うのです。その辺も含めて御検

討されるのがいいのではないかという意見です。 

○奥野参事官 ただいまの御指摘の点に関しては、従前と同様フランス型を想

定しておりまして、ロケットの打ち上げが不可逆になった時点以降を打ち上げ

というフェーズにして、それ以前の状態に関しては、現行の安全規制の法令そ

の他でもって担保されておりますので、宇宙活動法が対象とするのは、フラン
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ス法同様打ち上げが不可逆になった時点、リフトオフする瞬間、もしくは点火

したロケットがとめられなくなった瞬間のいずれかとして整理してまいりたい

と考えております。 

○白井委員 ということは、結局、想定はしなければいけないにせよ、地震、

津波といったリスクによる賠償事故の発生という確率はかなりゼロに近い。そ

うではないタイプの天災もありますので、当然視野には入れなければいけない

でしょうけれども、大分スコープは違ってくるなと。 

○奥野参事官 従前の中間とりまとめの段階で、原賠法より踏み込んだ国の補

償という点に関してコミットがとれたのも、そういう前提であればこそでござ

いますので、そこが変わってしまうと恐らく財政的なリスクが全く変わってま

いりますので、お見込みのとおりです。 

○青木座長代理 先ほどの小塚先生の御指摘に関係することなのですが、損害

責任条約の６条には、被害者側の故意ですとか重過失に当たる場合の、それが

証明された限りでの厳格責任、無過失責任の免除という規定がありますが、こ

れを内外ともに採用するようなお考えというのはないということでしょうか。

条約上はそのとおり動くのですけれども、国内の日本人に対しても採用すると

いうようなお考えはないのでしょうかという御質問です。被害者の故意につい

ては、６条の援用ができるのではないかということなのです。 

○奥野参事官 事務局として現時点で考えているところでございますが、最初

に御説明申し上げたとおり、損害責任に関しては、損害責任条約と恐らく国内

法というのは、救済手段としては並立して独立して行われるものと承知してお

りますので、恐らく国内法をつくるに当たって、損害責任条約の６条の規定は

恐らく上位の法源等にはならないと思います。 

 一方で、この無過失責任の考え方等に関しては、当然この枠組みの中で外国

人の被害者が受けられる水準と日本人との水準のバランスという観点の御指摘

等を受けているのも承知しますので、恐らく直接的には損害責任条約と国内救

済法というのは独立して並立したものと解しておりますので、直接これを国内

法の規範としてはできないのですが、こういった考え方があるというのも踏ま

えて検討はさせていただくことにはなると思うのですが、ダイレクトにこの規

定があるから国内法の規制が影響を受けるかというと、多分そういう形では使

えないと考えております。 

○青木座長代理 内外が余り対応が異なると、そこが問題かなということだけ

です。 

○奥野参事官 一方で、他の損害賠償法制などとの整合性も国内法的には議論

しなければならないと思っていますので、その両方、バランスを見ながら詰め

させていただければと思います。 



20 

 

○鎌田座長 一般法理でも、損害賠償事故の発生そのものが被害者側によって

惹起されたときは減免があり得るのだと思うのです。 

○奥野参事官 原賠法にもたしか規定があったと思いますので、それを免責と

いう形にするのか、こういう形の恐らく程度が当然、帰責性がある者に関して

何らかの規定を置くというのは座長御指摘のとおりかと思っています。他の国

内法も踏まえて検討する必要がある課題かと承知してございます。 

○宇賀委員 国家補償についてですけれども、原賠法の場合には、原子力損害

賠償補償契約に関する法律では、民間で保険でカバーできない部分を政府が補

償するときに、原子力事業者が補償料を納付するとなっていますね。他方で、

展覧会における美術品損害の補償に関する法律の国家補償の場合には、民間で

カバーできない場合に国が担保するのですけれども、その場合には補償料の納

付に当たるものがないシステムになっているのですが、ここではどちらを念頭

に置いておられるのでしょうか。 

○奥野参事官 基本的には補償料の納付を要さないという形で考えてまいりた

いと思っております。この点に関しては今、関係府省と調整中でございまして、

財政当局の考え方は基本的には十分な保険があって、その上に何らかの形の国

の財政が出動する場合の財源措置の形式に関して、御指摘のように補償料納付

等で、財源をどうやって、どの程度手当てするかという議論は財政当局と現在

調整しているところではございます。既に従前の法制検討ＷＧの中間とりまと

めに当たって後者の法律の考え方と同じ考え方で調整しておりましたので、今

回も同様の考え方で進めてみたいと考えてございます。 

○櫻井委員 意見というよりは、若干感想めいたところなのですが、国家補償

については政策的な観点からする補償ということがかなり実務的には行われて

おり、理屈の問題だけで片がつかないところがあるので、これをどうセットす

るのかという問題が実は前提条件としてあるように思います。例えば免責事由

に当たる場合にはカバーしないという理屈で議論はされているのだと思うので

すけれども、そこも多分、政策論を絡めると理屈としては必ずしもそうとは限

らないというところもあるのだろうと思うのです。そうすると、厳格責任の導

入のところも前提が流動的であって、必ずしもフィックスはできないと思いま

す。 

 もう一つは、原子力の損害賠償についても、そうはいっても加害者というか

賠償責任を負うのが電力会社という大きな公益事業会社で、しかも国が後ろに

ついてという形になっており、典型的な損害賠償的な性格からは相当離れてい

る仕組みになっています。一応、不法行為の枠内で説明はしているのですが、

例えばこの間の火山災害の被害者の生活再建のような問題を併せ考えると、な

ぜこちらが救済されないで、あちらのほうは救済されるのかという問題意識は
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出ているところであり、均衡論としては両者は大分相対化しているという印象

があります。近年、そういう形で、規制の問題とは別に金銭的な対応をすると

いうほうに、いい悪いは別にしまして、方向としてはなっているというところ

が若干気になります。 

 それから、責任集中については打ち上げ実施者が代表して対応するというこ

とで、異論があるということではないのですが、原賠法も基本的にそういう構

図ではあるのですが、原子力関係者の御意見などを聞くと、むしろそれよりも

メーカーならメーカーも矢面に立ったほうが、本来技術的なところについても

前向きに対応できるようになるのではないかという議論も随分私は聞くのです

が、そうすると、前の中間とりまとめと逆なのです。損害賠償責任から遮断し

たほうが宇宙機器産業の健全な発達になるのだという逆のベクトルで議論して

いるのですが、最近は必ずしもそうでもないのかというところもあって、責任

集中は何のためにやるのかというところは、どうなのでしょう。被害者から見

た便宜とか、そういうところにむしろシフトしていかないと説明がしにくくな

っているのではないかという印象があります。御参考までに述べさせていただ

きます。 

○奥野参事官 最初の点に関して、御指摘のとおり国の補償の範囲に関しては、

政策的観点と財政的観点もあろうかと思います。そういった点で、従前の財務

省との調整において、原賠法とJAXA法というこれまでの国家実行と整合的な範

囲で考えていきたいと考えていた場合に、免責事由の考え方は、恐らく政策的

な判断として災害だとか、いわゆる帰責性のある事業者がいないときに何らか

の支援を行うという枠組みに関しては、これは今の原賠法と同じですが、今回

の枠組みとは別に別途の世界と考えるのですが、一方で、恐らく２つあって、

あくまでも国家補償というのは事業者の責任に対して補償するので、事業者に

責任が帰属しなければ国の補償の対応になりません。 

 ただ、一方で損害賠償措置の範囲との関係においては、損害賠償措置がカバ

レッジしていない部分に関して、もし事業者に責任が帰属した場合に、ゼロ円

から補償するのかという観点に関しては、補償する方向で調整したいと考えて

おります。ダイレクトに国として事業者にさえ責任が帰属しないケースに関し

ては補償を要しないのですが、事業者に関しては、損害賠償措置がカバーして

いない領域等に関しては、補償という考え方でいければと考えておりまして、

その際の枠組みとして、原賠法で確立したものをベースにと考えております。 

 御指摘のとおり、責任集中という観点も若干政策的側面が強いかと思いまし

て、原賠法に関しては、制定した時点においては極めて強くメーカー側の責任

を遮断するという要素のほうが主であったと思いますが、被害者側との関係に

おいて、被害者救済の枠組みをシンプルにすることで、救済を円滑に行えるよ
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うにするという形が前面に出ており、その後、最近はいわゆるメーカー、サプ

ライチェーンの保護は余り前面には出ていないという実態は御指摘のとおりか

と思いますので、今後、御指摘を踏まえた形で対応してまいりたいと考えてお

ります。 

○白井委員 責任集中の説明のところで「打上げ実施者が代表して被害者に対

応する」、この言い回しを使っておられましたが、中間とりまとめのときは「集

中する」と書いていたような記憶があるのです。多分、「集中する」と「代表し

て交渉に当たる」という間には、微妙ではあるけれども、それなりの違いがあ

る。今の御説明はそういうことをお話しされたという理解でよろしいでしょう

か。 

○奥野参事官 基本的には原賠法の考え方がベースなので、ここは変わっては

おりませんが、ただし、原賠法でも必ずしも集中というのが、今、言ったいか

なる領域においてもではなくて、当事者間の関係の整理においては原賠法も調

整の余地があると承知しています。 

○宇賀委員 本当に言葉だけの問題なのですけれども、「国家補償」という言葉

が使われておりましたが、国家補償という言葉が政府で広い意味で使われてい

るということはよく了解しております。実際、展覧会における美術品損害の補

償に関する法律に基づく補償についても、美術品国家補償制度という呼び方を

しているので、こういう形で広く使われていることがあるということは了解し

ているのですれども、本来、学問上は国家補償という言葉は、国に何らかの原

因があって、その国の原因行為に起因して生じた損害損失を填補するという意

味で使うので、実定法上も国家補償という言葉が使われているのは、戦没者等

遺族援護法と戦傷病者特別援護法だけなのです。 

 そこで国家補償という言葉を使っているのは、これはいわば国の使用者責任、

つまり国がその軍人に対して使用者としての責任を負っているということで、

特にそこでは国家補償という言葉は使われているわけです。被爆者援護法の目

的規定に国家補償という言葉を入れるかどうか大問題になったのはまさにそれ

が原因で、その言葉を使ってしまうと、まさに国が原爆被害についても原因者

として責任を負うということになるということで、当時の政府与党はこの言葉

を使うことを避けて、結局は国の責任という言い方が目的規定でされたわけで

す。ですから、本件の場合、もし国が例えば規制者として監督権限の不行使に

対して責任を負うということであれば、これは国家賠償法の１条の問題ですの

で、まさに国家補償の一部になります。 

 それから、例えば国が設置している営造物の設置管理に瑕疵があれば、国家

賠償法２条の問題になってきて、これも国家賠償ですから国家補償の一部にな

ってくるわけですけれども、そういう国が原因行為をつくり出しているという
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ことと関係なしに被害を填補するということであると、本来の国家補償ではな

いので、表現としては例えば「国の補償」とか「国の責任」としたほうがいい

かと思われます。言葉だけの問題なのですが。 

○奥野参事官 御指摘の形で修文をさせていただきたいと思います。 

○宇賀委員 行政法学では、損害と賠償、損失と補償で分けているけれども、

実際は損害と補償という形とか、そのあたりが実定法で必ずしも整理されてい

ませんが国家補償という言葉に関しては、実定法上は、前述の２つの法律で、

まさに使用者責任という意味で国が損害・損失の原因を創出した場合に限定し

て使っています。 

○奥野参事官 御指摘のように正確な日本語ということにいたします。 

○鎌田座長 ほかの点はいかがでしょうか。全体についての御意見をお伺いし

たいと思います。 

 事務局から、この辺についての意見があればという御注文がございましたら、

よろしいですか。 

 室長から何かコメントはございますか。 

○小宮室長 １つだけ気になったのは、先ほど議論になった軌道上移転、打ち

上げ国とは何ぞやというところで、条約上打ち上げ国が物理的な打ち上げ国と

打ち上げをさせる国とダブルで書いてあるのと、今の軌道上移転の話を組み合

わせると、責任がどこにあるのかというのはまだ何となくすっきりしていない

感じがします。それが多分この法律の具体的な運用にかなり大きなインパクト

を持ちそうだし、今まさに議論にあったように、いわゆる打ち上げサービスの

競争力という観点でかなり影響を与えてしまう可能性が感じられるので、そこ

は一回事務局でどうするかというのは整理をさせていただければと思います。 

○鎌田座長 同時に、それが国際通用性のある解釈でないと意味がないですね。 

 ほかにはよろしいですか。 

 若干時間が余っておりますけれども、「その他」の点につきまして、事務局か

ら何か御報告がございましたら、どうぞ。 

 

＜事務局から、衛星リモートセンシング法等の検討状況につき報告＞ 

 

○鎌田座長 ただいまの御説明に関しましては、何か御質問等ございますか。 

 では、残された時間がだんだん少なくはなっておりますが、非常に重要なポ

イントですので、よろしく御検討のほどお願いいたします。 

 以上をもちまして、本日予定しておりました議事は終了いたしました。次回

開催日程等についての御報告はまた調整の上ということですね。 

○奥野参事官 追って調整の上で、事務方から御案内させていただきたいと存
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じます。 

○鎌田座長 それでは、本日の会を閉会といたします。ありがとうございまし

た。 


